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大学で情報保障を利用した聴覚障害者の職場における状況と課題
打浪文子*　　北村弥生*

Diffi  culties on Information and Communication Supports for a Person with Hearing Impairment
 at the Workplace who had Experienced much Supports during the Studies at the University.
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Abstract
　The information and communication support systems for students with hearing impairments at 
higher education institutions have been expanded. However, there are little studies of information and 
communication supports in workplace for persons with hearing impairments who graduated higher 
education institutions. This is a case study to show the situation and requests for workplace’s information 
and communication environment of the person with hearing impairments who used information and 
communication supports at the university. We conducted the interviews for the person with hearing 
impairment to clarify her request about information and communication supports at her workplace, 
compared with her experience at the university. When she worked as a clerk at the company, all information 
and communication supports were entrusted to her colleague who was a senior coworker. She felt lack of 
information and requested her superior to change communication support ways, such as Sign Language 
interpretation at meetings, and to inform of her disabilities to coworkers in other sections, but her request 
was not considered because these necessary supports denied the subject. Thus we should reconsider about 
information and communication supports for the employees with hearing impairments because these supports 
tend to confi ne as practice at their workplace.
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１．はじめに 
　高等教育機関に在籍する聴覚・言語障害学生（以
下、聴覚障害学生）の数は全障害学生数の約2割を占
める。さらに、2004年度の1158人から2009年度の

1487人へと増加した[1, 2]。高等教育機関においても支
援体制の整備がすすめられ、聴覚障害学生の約7割は
何らかの支援を受けている[2]。
　修学中の支援体制は充実しつつあり、それに伴い高
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等教育を受けて就労する聴覚障害者の事例の蓄積の必
要性が指摘されている[3]。しかし、高等教育機関で支
援を受けた聴覚障害学生の卒業後の労働状況や労働環
境への対処等に対する追跡調査は極めて少ない。大学
を卒業した聴覚障害者に対して手話通訳派遣、パソコ
ン要約筆記、チャットなどの多様な配慮が提供されて
いる例は少数報告されているが、専門的な職に従事し
た場合に限られている[3]。そこで本稿では、高等教育
機関で情報保障を主体的に活用した経験を持ち一般事
務職として就労した聴覚障害者が、職場でどのような
点に情報不足を感じどう対処しているか、高等教育機
関在籍時の情報保障の経験をどのように生かしている
かの2点を明らかにすることを目的とする。

２．方法
　2003～2006年度に大学に在籍し情報保障を利用
した経験のある聴覚障害者1名（以下、Aさん）に対
し、半構造化面接法による聞き取り調査を入社約2年
半後の2009年11月に行った。面接時間は３時間程度
であった。調査は筆頭著者が日本語対応手話と同時に
質問を文書で提示し、口話で回答を得、録音した。調
査内容は、１）教育歴、修学中のコミュニケーション
方法、情報保障の経験の確認、２）職場における情報
保障の状況とそれに対する意見であった。録音に基づ
いて逐語録を作成した。
　本研究は、2009年10月に国立障害者リハビリテー
ションセンター倫理審査委員会の承認を得て実施し
た。

３．結果
３．１．大学卒業までのコミュニケーション方法と情
報保障
　本研究の対象者となったAさんは感音性難聴（右
105、左103デシベル、聴覚障害２級）の女性であっ
た。両親は聴者であり、家庭内コミュニケーションは
口話であった。幼稚部から中等部まで聾学校で学び、
手話を習得した。高校は普通学校に進学した。高校入
学以来、学校・職場・日常生活におけるコミュニケー
ションは口話と筆談が中心で、手話は部分的（聾学
校の友人との会話や、手話の心得のある人に対しての
み）に使用していた。 
　Aさんは中学までは聾学校で主として口話と手話を
利用し授業を受けた。普通高校の授業では、教室の前
方の座席配置・読みあげ箇所の指さし・語学系の授業
の個別補習・行事時の手話通訳、授業外では友人から
の口話や筆談による情報伝達を受けた。大学ではAさ

んの要望に応えて要約筆記が提供され、4年間すべて
の講義と教員免許取得に関する実習の一部に2人ずつ
ノートテイカーが配置された。Aさんは在学中に要約
筆記についての具体的な指示を出し、ゼミの討論にも
積極的に参加した。すなわち支援の「主体的支援活
用」の段階に達していたと考えられる[4]。なお、大学
在籍時におけるAさんの情報保障の詳細については別
稿で論じた[5]。
３．２．職務に関する状況
　Aさんは大学卒業の2ヶ月後に、居住地域から通勤
可能範囲にあるB社に事務職（障害者枠）として就労
した。Aさんの勤務先はB社の支社で、従業員数は約
100人であった。B社は聴覚障害者を多数雇用してお
り、複数の支社に聴覚障害者が一人ずつ配属されてい
た。Aさんは入社決定後、前任のろう女性（聾学校で
の後輩）から仕事を引継ぎ、調査時は営業課の事務員
として勤務していた。職場では、A さんと同じく営
業課の事務に配属されている先輩職員（以下、パート
ナー）と2人一組で職務を担当した。作業や電話応対
などの補助に加え、朝礼や会議時における要約筆記も
パートナーが担当した。
３．３．上司・同僚との業務連絡と業務外コミュニ
ケーション
　入社直後、上司および同僚とＡさんとの業務連絡の
方法は、簡単な手話の使える上司を除いて100％筆談
であった。Ａさんは「私の前にも（会社が）聴覚障害
者を受け入れた経験があるので、『こうすれば分かる
でしょ』『こうすれば問題ないでしょ』みたいなこと
がある。でも『それは（私にとっては）分からない』
ということもやっぱりある」「あくまでも前にいる人
に合わせたシステムなので、すべて私に合うとは限ら
ない」と語り、これまでの職場の慣習的な聴覚障害者
への配慮に対して自らのニーズが異なることを認識
し、業務連絡時は必要に応じて直接的な口話を用いる
ようになり、筆談と口話の比率は「筆談７0％、口話
30％」になったという。また、業務外でのコミュニ
ケーションでは、「（昼食は大人数の会話を避けて一
人で食べているが）事務の同僚と関係が悪いかという
と、そういうことはない。ふつうに世間話などもす
る」「飲み会では上司や同期の男性などとも会話を楽
しむ」などが語られた。
３．４．情報保障への要望と対応
　Aさんは「職場が今まで聴覚障害者の受け入れに慣
れていることもあって、会議とか公的な手話通訳や情
報保障以外では、こうしてほしいと思うところはな
い。（中略）他のことだったら自分から聞きに行ける
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から」と語った。一方で、会議時の情報保障について
の必要性について、「手話通訳を事務課の上司に申し
出てみたことはあるが、会社の守秘義務があって内容
が漏れるのは避けたいと言われてしまった」と回答し
た。こうした上司の対応について、Aさんは「手話通
訳をちゃんと理解してもらえていない」「組織を通し
ての（通訳）依頼は難しい」「私個人のことで、会社
全体に動いてもらうのが難しい面がある」と述べた。
　また、「自分で確認したり、質問しやすい環境を少
しでも作りたくて申し出た」ことが、会社の慣習や
パートナーによる「支援」や「配慮」への意識によっ
て実現しないことが多いことが語られた。例えば、会
議時の要約筆記はパートナーが担当するが、パート
ナーも会議参加者であるので、全てをパートナー1人
が担当することによる情報の不足を感じていた。時に
10分の議論が１～２行にまとめられることもあった。
Aさんは情報提供の少なさに職務を遂行する上での不
安を感じ、代替方法を提案し、「会議時の要約筆記を
パートナー以外に（例えば他の事務職員に交代で担
当）してほしい」とパートナーや後輩に申し出たが、
「パートナーから『私一人で大丈夫！』と返されてし
まった」ことが語られた。また、別の課に業務関係で
質問したり確認したりすることがあるが、社員や業者
の入れ替わりが激しく、障害の説明に手間取って中々
筆談してもらえない状況については、「『出来れば別
の課にも私の障害について出来るだけ筆談などを活用
してほしいことを簡単でいいので周知してもらいた
い』と部の会議時に発表して申し出た」。しかしこれ
についても会議後に「パートナーから『どうしても困
るようなら私を呼んでもらえれば通訳するし、代わり
に確認するよ』と諭された」と回答した。こうした経
験からAさんは主に情報伝達やサポートを担うパート
ナーについて「情報を伝えてくれる人が（情報伝達に
おいて）一番難しい相手になってしまう」と述べた。
さらに、「（部署内の）会議内容で電話応対に関する
話になることがあるが、そのときはもうばっさり要約
（筆記）を切られる。私には必要ないと考えられてい
る」「もともと私がいないときから、こうした手書き
（要約筆記）システムはずっとつづいていて、入った
ときからそういうものとして決まっていた」と職場の
聴覚障害者への対応の慣習化の様子を述べた。
３．５．大学時との経験の比較
　大学時の情報保障の経験を応用して「筆談時にPC
のメモ帳（ノートパッド）を利用しようとしたが、職
場の人に逆に不思議な顔をされた・・（中略）・・
『PCの方が早いのに！』と思うことが多々ある」と

語った。また、小さなPCを使って会議内容をまとめ
てほしいと伝えたが「『それは大学でやっていたこと
だよね？』『ここは会社で大学とはシステムが違うか
ら、そんなに簡単にPCを借り出すこともできない』
と言われてしまった」と述べた。さらに、職場におけ
る情報保障を大学時の経験と比較して、「（大学で
の経験を）自分でももったいないと思うくらい活かし
きれていない」「会社という場面では大学とは違う面
が多く、その点、『ここは（情報保障が）ほしい』と
思うときが何回もある」「ここは（情報保障が）必要
だと思って上司に伝えても、そこから先に行かない」
と述べた。特に、教育機関と就労環境の大きな違いと
して、「上司に言うのも、周りに伝えるのも、『雰囲
気的に言いだしづらい空気』がある。その点について
は、高校の時より、大学の時よりも、今が一番大き
い」「仕事の仲間だからこそ、いろんなことが一番頼
みづらい」と述べた。

４．考察
　本研究では、大学で主体的に情報保障を利用した経
験を持つ聴覚障害者1名が、職場における口話の比率
を増やし、情報保障へのニーズを認識し要望を伝えた
が、要望は実現されなかったことを記載した。
　聴覚障害者からの会議等への手話通訳派遣の希望は
多いにも関わらず、実現しにくいことはすでに報告さ
れているが[6]、本事例から、情報保障の経験に基づい
て具体的な形で要望を出しても、やはり実現が難しい
面を残すことが明らかとなった。聴覚障害者の職場に
おいて情報保障が進まない原因としては、雇用主側の
問題として「基本的知識の不足」（聴覚障害や手話コ
ミュニケーションに関する理解不足）と、「企業（組
織）間競争の存在」（「コスト削減」や「生産性向
上」を組織課題とするために、障害者を雇用しても情
報保障に余分な手間（コスト）をかけないこと）の2
点が指摘されている[7]。さらに、雇用者としての立場
の弱さや行動の制約から、聴覚障害者自身が情報保障
を要求することに「言い出しにくさ」を感じているこ
とも報告されている[8]。Aさんの場合はこれらに加え
て、同じ雇用者の立場であるパートナーに情報保障を
依頼する体制と、職場が長く聴覚障害者を雇用してい
るゆえに情報保障の方法が「慣習的」に限定されてい
ることが挙げられた。ゆえにAさんの事例では、先行
研究にて指摘されている点に加えて、職場の「慣習」
としての情報保障のあり方が前提とされた周囲の人々
とのやり取りが、状況に応じた要望を出し交渉してい
くことをより難しくさせている要素として推測され
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る。すなわち、これまで「聴覚障害者」を長く雇って
きたゆえに、情報保障や配慮のあり方自体が限定され
てしまいがちであること自体を再考する必要性が本事
例から示唆されよう。
　本研究は聴覚障害者1名のみの調査に留まり、また
この1名が就労する職場の認識や制約、及び周囲から
見た聴覚障害者との関係性を対照できなかった。高等
教育機関で情報保障を経験し就労した聴覚障害者への
調査事例数を増やしつつ、聴覚障害者の周囲の状況へ
の調査を同時に行い、職場との調整のための具体的な
方法、及び情報保障の体制やコミュニケーション支援
のあり方を検討することが今後の課題である。

　本論文を執筆するにあたり、調査と結果の掲載にご
快諾いただきましたAさん、ならびに有益なご指摘を
いただきました座主果林氏・甲斐更紗氏に御礼申し上
げます。
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